
2030年の社会実装を目指す、
先進的CCS事業がスタート

　カーボンニュートラルに関わる技
術や商品を社内横断的にマネジメント
する、北九州技術センターの脱炭素計
画技術第二室。2023年８月に異動し
てきたのがエンジニアの久保田だ。
　入社からの約15年間、製鉄プラン
ト部門一筋に歩んできた。それだけに、
異なる領域の仕事には戸惑いもあった
が、目の前のミッションに挑戦心がく
すぐられていた。久保田が異動する約
２カ月前にあたる６月13日、経済産
業省から次のようなニュースリリース

が発信されていたからである。
「本日、独立行政法人エネルギー・金
属鉱物資源機構（JOGMEC）は、2050
年カーボンニュートラルの実現に向け
たCCS事業の本格展開のため、2030
年までの事業開始と事業の大規模化・
圧倒的なコスト削減を目標とするCCS
事業７案件を、モデル性のある『先進的
CCS事業』として選定しました」
　これに対して幅広い事業分野が参画
を表明しているが、脱炭素化に力を入
れる日本製鉄も名乗りを上げている。
日本製鉄グループとしてともにCCSの
社会実装に向けた取り組みに参画すべ
く、久保田は異動するや否や、これか
ら自らが担当するCO2の分離回収技術
〈ESCAP®〉について一から学び始めた。

独自の分離回収技術〈ESCAP®〉
を商用化

　〈ESCAP®〉開発のきっかけは、2004
年に遡る。
　当時すでに国内でも地球温暖化対策

の議論等が始まる中、日本製鉄はCO2
削減技術を活用した取り組みをより積
極的に進めることになった。その一つ
が化学吸収法によるCO2分離回収技術
である。様々な気体の混ざった製鉄所
の高炉ガスや燃焼排ガスから、高純度
のCO2だけを取り出す。その分離回収
の方法は以前からあったが、熱エネル
ギー消費量が高く、コストが膨大にな
ってしまうという課題があった。
　そこで、かねてから新たな吸収液の
開発に着手していた（公財）地球環境産
業技術開発機構（RITE）と日本製鉄と
でプロジェクトチームを発足。革新的
なCO2吸収液を共同開発し、従来の化
学吸収液と比較して熱エネルギー消費
量の大幅な削減を達成した。このプロ
ジェクトは2008年（国研）新エネルギ
ー・産業技術総合開発機構（NEDO）の
「環境調和型プロセス技術の開発
〈COURSE50〉」に発展し、より高性能
な吸収液と大型装置を用いて評価を実
施。2012年に基礎的な技術を確立した。
　その性能を極限まで引き出すプロセ

スの最適化を日鉄エンジニアリングが
担う中で、一連の開発成果として2013
年に生まれたのが、世界最高レベルの
省エネルギープロセス〈ESCAP®〉だ
（上図参照）。商品化にあたっては、
〈COURSE50〉では対象外だった燃焼
排ガスへの適用に加え、もう一つ開発
した技術がある。回収したCO2を産業
用ガスとして活用するための高純度化だ。
　それは、「CCS が実用化されるまで
の間、回収したCO2はどうするのか」
という問題への解決策だった。CO2を
貯留するだけでなく、有効利用しては
どうか。そんなCCUS（Carbon dioxide 
Capture, Utilization and Storage）
という考え方からスタートしたのが、
2014年に竣工した〈ESCAP®〉の商用
第１号機による取り組みである。
　北日本製鉄所 室蘭地区内で回収した
CO2を産業用ガスとして使用する他、
地域の炭酸飲料やドライアイスの工場
に販売する。いわばCO2の地産地消モ
デルというスキームづくりも含めて、
先輩エンジニアたちが構想を練り上げ

ていったことを知り、久保田の気持ち
のギアが一段上がった。

大量輸送実現の鍵となる、
液化CO2貯蔵の実証実験

　〈ESCAP®〉という技術を有している
ことは大きな優位点だが、これだけで
はCCSは実現できない。分離回収～液
化・貯蔵～運搬～貯留というバリュー
チェーンを構築する必要がある。この
上流から下流までのほぼ全域をグルー
プとしてワンストップでカバーできる
のも、独自の強みである。
　分離回収の次の工程となる液化・貯
蔵～運搬を担うのは、グループ会社の
日鉄パイプライン＆エンジニアリング
（以下、日鉄P&E）だ。2021年、同社は
NEDOの〈苫小牧におけるCCUS大規
模実証試験／CO2輸送に関する実証試
験〉において、日本CCS調査㈱より「液
化CO2大量貯蔵システムに関する技術
開発」を受託した。
　この実証プロジェクトは、CO2の供

給地点から利用・貯留地点への長距
離・大量輸送と、低コスト化につなが
る輸送技術の研究開発を行うとともに、
液化CO2の船舶輸送技術の確立を目的
とするもので、日鉄P&EはCO2大量輸
送の鍵となる、液化CO2を受入貯蔵す
るための陸上設備の建設を行った。
　CCUSを目的とした液化CO2の船舶
輸送用受入出荷基地は国内初となるが、
受入～貯蔵～出荷までの基地一式の
設計～資材調達～建設工事を一貫して
日鉄P&Eが担当。こうした取り組みで
培った知見・技術を、今回の〈先進的
CCS事業〉においても活用していく。

「日本初」に挑戦し、
アジア大洋州地域にも展開
　
　バリューチェーンの締めとなるのが、
貯留である。想定されている海底地
下地盤へのCO2の貯留のために必要と
なるのが、CO2を沖合まで輸送する海
底パイプラインと、圧入設備を据え付
ける海洋プラットフォームだ。日鉄

エンジニアリングが古くから国内外
で重ねてきた、海洋工事の実績が活か
されるパートである。
　入社８年目となる営業部門の大桃は、
期待に胸が高鳴っている。今回の検
討案件は、CO2を海底パイプラインで
輸送し地下に貯留するという日本初
の取り組みだ。CO2を海底貯留するこ
とで、サステナブルな社会づくりに貢
献できるという、やりがいも大きい。
　ポイントとなるのは、設計と現地施
工である。どういうルートで海底パ
イプラインを敷設すれば経済性が高
まるのか。海洋プラットフォームの

耐震性をどう担保していくのか。そ
れぞれの工事をどのように進めてい
けば、2030年の社会実装というスケ
ジュールを達成できるのか。まずは
2024年から2025年にかけて、パイプ
ラインおよびプラットフォームの概
念設計や海底条件の調査内容の検討
など、多くの社内パートナーたちとも
協働し、とりまとめていくことになる。
　すでに苫小牧で進めている実証試
験は、累計30万トンのCO2を輸送する
ものだが、〈先進的CCS事業〉では、そ
れよりはるかに大規模な貯留量の実
現を目指している。これから調査や計
画を進めていくにつれ、新たな課題も
浮かび上がってくるだろう。
　それでも、「困難だからこそ挑戦の
しがいがある」と大桃は捉えている。
当社はこれまで、天然ガスの開発プロ
ジェクトにおいて累計数千キロにお
よぶ海底パイプラインを敷設し、大規
模の海洋プラットフォームを数多く
建設してきた。それができるプレー
ヤーとして、日本では唯一ともいえる

海洋コントラクターであるという矜
持を持っているからだ。
　その上、他部門やグループとの連携
も楽しみでならない。なにしろ、初め
てに挑むということに意欲的な仲間
たちが揃っている。
　貯留海域は国内に留まらない。先
輩エンジニアたちから語り継がれ、話
としては何度も聞いてきた世界中の
大海原でのプロジェクトを、自分が担
当している未来像も大桃は頭に描い
ている。〈先進的CCS事業〉において、
アジア大洋州を中心とする海外貯留
を含め、モデル性のあるCCSの展開を
支援することにより、対象地域全体で
の脱炭素化に向けた取り組みを促進
する。そんな重要な役割も、日本製鉄
グループは担っているのだ。

プラント本部
計画技術部  脱炭素計画技術第二室
久保田隼人

大規模実証試験の舞台となった北海道苫小牧。
日鉄パイプライン＆エンジニアリングが、
液化CO2を受入貯蔵するための陸上設備の建設を行った。

先進的CCS事業への挑戦

CO2を回収して地中に埋める。
グループの総合力を結集し、
カーボンニュートラル社会を実現していく
社会が営みを続けていく限り、CO2の排出をゼロに抑え込むのは難しい。
エネルギーの安定供給確保や、産業の発展を維持しながら、
カーボンニュートラル社会の実現をいかにして達成していくのか̶。
その大きな問いへの有効な手段として注目されているのがCCS※である。
発電所や工場から発生したCO2を大気中には出さずに回収し、地下に貯留するという取り組みだ。
世界的な導入が広がる中、日本においても2023年に本格始動した先進的CCS事業。
日鉄エンジニアリンググループのエンジニアたちにとって、
これまでに開発してきた技術や蓄積してきたノウハウを試す格好の機会となった。
※Carbon dioxide Capture and Storage の略
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■CCS（Carbon dioxide Capture and Storage）の概念図

■令和6年度「先進的CCS事業の実施に係る調査」で
　日本製鉄㈱が受託した3案件の位置

日本海側
東北地方CCS
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Engineer’ s Voice

　東京都・板橋清掃工場におけるモバイルESCAP（以下m-
ESCAPTM）を活用したCO2分離回収に関する実証試験を担当し
ています。これは、NEDO「グリーンイノベーション基金事業／
廃棄物・資源循環分野におけるカーボンニュートラル実現」の
公募に対して、当社の提案が採択されたものです。このプロジェ
クトの主担当として、2024年の夏から約５カ月間、現場に毎日張
り付いて試験を進めています。
　m-ESCAPTMは可搬式で、トレーラー２台に載せて国内外のど
こにでも輸送できるプラントです。現場での稼働時は約10メート

ルの高さになりますが、道路走行時は折り畳んで運べる設計に
なっています。CO2を排出するプラントに対し、まずはm-ESCAPTMで
試験的にデータをとり、実プラント導入の検討材料にしてもら
うことが、開発した大きな目的です。
　清掃工場の排ガスは、すでにESCAP®での処理実績を持つ高炉
ガスなどの工業プロセス排ガスとは異なり、 ごみの質や運転状
況により量や性状が変動し一定しないという特徴があります。
吸収液の性能がしっかり
出せるのか。分離・回収
効率が下がらないか。排
ガスの変動に耐えられる
のか。未知のことが少な
くありません。
　開発とは異なる、現場
ならではの困難な場面も
予想されます。それでも、
安全第一に試験を実行し
ながら、想定される多く
の課題の解決につながる
ような試験結果を出した
いと考えています。

プラント本部
計画技術部  脱炭素計画技術第二室

倉持華子

モバイル型のプラントで清掃工場排ガスからCO2を回収

m-ESCAPTMのトレーラーによる輸送と設置時

モデル性のある先進的CCS事業を支援し、2030年までに年間貯留量600～1,200万tの確保にめどをつけることを目指す

ビジネスモデル構築期 本格展開期

地質構造調査の実施と調査データの貸出

CCS事業の持続性に関する検討と支援の実施

CCS適地の検討、事業性調査等 試掘、貯留量評価等 最終投資決定 掘削、設備投資等 操業

2030年までの事業開始を目標として以下に取り組む事業者主導の事業
● CO2回収源のクラスター化やCO2貯留地域のハブ化　● 圧倒的なコスト低減　● CO2貯留地域の理解を得る方向で進める　等

【支援対象】

【事業の想定スケジュール】

~2023 ~2026 ~2030 ~2050

CCS事業への
政府支援

■CCS事業への政府支援のロードマップ ※経済産業省「CCS 長期ロードマップ検討会 最終とりまとめ」より引用、一部改編

※CO2の回収源、輸送方法、CO2貯留地域の組み合わせが異なる複数プロジェクトを選定予定

ESCAP®2号機（愛媛県新居浜市）

ESCAP®1号機（北海道室蘭市）❶

❷
❸

❶吸収塔上部から散布された
吸収液が CO2含有ガスと接
触し、CO2を選択的に吸収。
❷ CO2を吸収した吸収液は
再生塔に送られ、加熱され
てCO2を放出。
❸吸収液は冷やされ、再び
CO2を吸収するために吸収
塔上部に循環。CO2

含有ガス
熱交換器

ポンプ ポンプ

ポンプ 蒸気

CO2以外のガス
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■ESCAP®/CO2化学吸収プロセスの概要図
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のも、独自の強みである。
　分離回収の次の工程となる液化・貯
蔵～運搬を担うのは、グループ会社の
日鉄パイプライン＆エンジニアリング
（以下、日鉄P&E）だ。2021年、同社は
NEDOの〈苫小牧におけるCCUS大規
模実証試験／CO2輸送に関する実証試
験〉において、日本CCS調査㈱より「液
化CO2大量貯蔵システムに関する技術
開発」を受託した。
　この実証プロジェクトは、CO2の供

給地点から利用・貯留地点への長距
離・大量輸送と、低コスト化につなが
る輸送技術の研究開発を行うとともに、
液化CO2の船舶輸送技術の確立を目的
とするもので、日鉄P&EはCO2大量輸
送の鍵となる、液化CO2を受入貯蔵す
るための陸上設備の建設を行った。
　CCUSを目的とした液化CO2の船舶
輸送用受入出荷基地は国内初となるが、
受入～貯蔵～出荷までの基地一式の
設計～資材調達～建設工事を一貫して
日鉄P&Eが担当。こうした取り組みで
培った知見・技術を、今回の〈先進的
CCS事業〉においても活用していく。

「日本初」に挑戦し、
アジア大洋州地域にも展開
　
　バリューチェーンの締めとなるのが、
貯留である。想定されている海底地
下地盤へのCO2の貯留のために必要と
なるのが、CO2を沖合まで輸送する海
底パイプラインと、圧入設備を据え付
ける海洋プラットフォームだ。日鉄

エンジニアリングが古くから国内外
で重ねてきた、海洋工事の実績が活か
されるパートである。
　入社８年目となる営業部門の大桃は、
期待に胸が高鳴っている。今回の検
討案件は、CO2を海底パイプラインで
輸送し地下に貯留するという日本初
の取り組みだ。CO2を海底貯留するこ
とで、サステナブルな社会づくりに貢
献できるという、やりがいも大きい。
　ポイントとなるのは、設計と現地施
工である。どういうルートで海底パ
イプラインを敷設すれば経済性が高
まるのか。海洋プラットフォームの

耐震性をどう担保していくのか。そ
れぞれの工事をどのように進めてい
けば、2030年の社会実装というスケ
ジュールを達成できるのか。まずは
2024年から2025年にかけて、パイプ
ラインおよびプラットフォームの概
念設計や海底条件の調査内容の検討
など、多くの社内パートナーたちとも
協働し、とりまとめていくことになる。
　すでに苫小牧で進めている実証試
験は、累計30万トンのCO2を輸送する
ものだが、〈先進的CCS事業〉では、そ
れよりはるかに大規模な貯留量の実
現を目指している。これから調査や計
画を進めていくにつれ、新たな課題も
浮かび上がってくるだろう。
　それでも、「困難だからこそ挑戦の
しがいがある」と大桃は捉えている。
当社はこれまで、天然ガスの開発プロ
ジェクトにおいて累計数千キロにお
よぶ海底パイプラインを敷設し、大規
模の海洋プラットフォームを数多く
建設してきた。それができるプレー
ヤーとして、日本では唯一ともいえる

海洋コントラクターであるという矜
持を持っているからだ。
　その上、他部門やグループとの連携
も楽しみでならない。なにしろ、初め
てに挑むということに意欲的な仲間
たちが揃っている。
　貯留海域は国内に留まらない。先
輩エンジニアたちから語り継がれ、話
としては何度も聞いてきた世界中の
大海原でのプロジェクトを、自分が担
当している未来像も大桃は頭に描い
ている。〈先進的CCS事業〉において、
アジア大洋州を中心とする海外貯留
を含め、モデル性のあるCCSの展開を
支援することにより、対象地域全体で
の脱炭素化に向けた取り組みを促進
する。そんな重要な役割も、日本製鉄
グループは担っているのだ。

環境・エネルギー営業本部
エネルギー・脱炭素営業部

国内エネルギー営業室（当時）
大桃敏樹
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